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○競争入札に参加する者に必要な資格等に関する規程 

昭和47年６月16日告示第19の２号 

改正 

昭和60年１月14日告示第３号 

平成６年１月20日告示第３号 

平成７年12月15日告示第85―１号 

平成８年４月22日告示第37号 

平成９年12月22日告示第107号 

平成12年１月７日告示第５号 

平成12年４月１日告示第91号 

平成13年12月26日告示第152号 

平成24年12月11日告示第125号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の５第１項及び

第167条の11第２項の規定に基づき町が発注する工事又は製造その他についての請負契約、物

件の買入れその他の契約の競争入札に参加する者に必要な資格並びに当該資格審査の申込みの

時期及び方法等について次のように定める。 

競争入札に参加する者に必要な資格等に関する規程 

（競争入札に参加することができない者） 

第１条 次の各号のいずれかに該当する者は、特別の理由がある場合のほか、競争入札に参加

することができない。 

(１) 政令第167条の４第１項の規定に該当する者（なお、被補助人、被保佐人又は未成年

であつて、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同項の規定に該当しない者であ

る。） 

(２) 政令第167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者で、その事実があ

つた後２年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人

として使用するもの 

(３) 入札参加資格審査申請書及びその添付書類に故意に虚偽の事項を記載した者 

（競争入札参加者の資格） 

第２条 工事契約についての競争入札に参加することができる者は、建設業法（昭和24年法律

第100号）の規定に基づく建設業者の経営に関する事項の審査結果等を基準に、審査を行つ

た資格を要件として、工事の予定価格に応じ、次のとおり区分し、格付けされる資格を有す

る者とする。なお、その他の工事にあつては、建設業者の経営に関する事項の審査結果をも

つて格付等級に代えるものとする。 

(１) 建築及び土木工事 

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥの５等級 

(２) 舗装、管及び電気工事 

Ａ、Ｂ及びＣの３等級 

（製造その他についての請負契約、物件の買入れその他の契約についての競争入札参加者の

資格） 

第３条 製造その他についての請負契約、物件の買入れその他の契約についての競争入札に参

加できる者は、次に掲げる審査事項を基準とし、製造その他についての請負契約、物件の買

入れその他の契約の予定金額に応じて、それぞれ区分した者とする。 
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(１) 製造又は販売等の実績 

(２) 従業員の数 

(３) 資本の額 

(４) 設備等の状況 

(５) 直前決算における貸借対照表 

(６) 損益計算書（個人の場合で、貸借対照表が作成できないとき） 

（入札参加資格審査申請書の提出方法） 

第４条 工事又は製造その他についての請負契約、物件の買入れその他の契約の競争入札に参

加する資格を得ようとする者は、別に定める方法（以下「作成要領」という。）により入札

参加資格審査申請書を提出しなければならない。 

（入札参加資格審査申請書の提出時期及び提出先） 

第５条 工事又は製造その他についての請負契約、物件の買入れその他の契約の競争入札に参

加する資格を得ようとする者は、次により提出することとする。 

(１) 提出時期は、隔年次による。 

有効期間 提出期限 

基準年の７月１日から翌々

年の６月30日まで 

基準年の２月20日から３月19日まで（ただし、開始日及び

終了期日が土日祝日等閉庁日を含む場合は、作成要領によ

り定める。） 

追加分は基準年の翌年の７

月１日から次の基準年の６

月30日まで 

基準年の翌年とし、上記期限に同じ 

その他 町長が特に必要と認めるとき 

(２) 新たな資格の決定が行われるまでは、引き続きその効力を有するものとする。 

(３) 提出先は町長に提出すること。 

（入札参加資格審査申請書記載事項の変更届） 

第６条 入札参加資格審査申請書を提出した者は、次の各号に掲げる事項について変更があつ

たときは、ただちに、その旨を届け出なければならない。 

(１) 商号又は名称 

(２) 営業所の名称及び所在地並びに電話番号 

(３) 建設業者の許可番号及び許可年月日 

(４) 法人にあつては、その代表者及び受任者の氏名 

(５) 個人にあつては、その者の氏名及び受任者の氏名 

（資格の承継に伴う申請） 

第７条 入札の参加資格を有する者で、その営業の同一性を失わない営業を引き続き行おうと

する個人及び被承継人から承継する営業内容に対応する資格を承継しようとする法人で、次

に掲げる者にあつては、入札参加資格承継申請書に当該事由を証する書面を添えて申請しな

ければならない。 

(１) 個人が死亡したときは、その相続人 

(２) 個人が法人を設立したときは、その法人 

(３) 法人が合併したときは、合併後存続する法人若しくは合併によつて成立した法人 

(４) その他町長が承継したと認める者 
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附 則（昭和60年１月14日告示第３号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年１月20日告示第３号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年12月15日告示第85―１号） 

この規程は、公布の日から施行し、平成７年９月１日から適用する。 

附 則（平成８年４月22日告示第37号） 

この規程は、公布の日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

附 則（平成９年12月22日告示第107号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年１月７日告示第５号） 

この規程は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年４月１日告示第91号） 

この規程は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年12月26日告示第152号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年12月11日告示第125号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

 


